
○これまでの取組
・ 通信・放送ともに、発災直後はサービス停止が発生するも、官民連携の取組により、復旧は概ね完了

○今後の取組
・ 立入困難な場所については、一部サービスの本復旧が長期化する可能性があり、息の長い支援が必要

・ 能登半島地震の教訓を踏まえ、インフラ強靱化や官民連携による「通信復旧支援士(仮)」の創設等を推進

これまでの取組 今後の取組

【通信】

〇 官民連携により移動

基地局を投入する等、

応急復旧を実施

○ 地震については昨年

１月中旬に、大雨につ

いては昨年９月末まで

に応急復旧が概ね完了

【通信】

○ 停電、伝送路断、

基地局機器等の故障

により多くの携帯電

話基地局が停波

船上基地局

可搬型衛星
アンテナ

〇 地震では839局、大雨では292

局の携帯電話基地局の停波が発

生（いずれも被害最大時）

基地局の損壊

送信アンテナの損壊ケーブルの断線

【放送】
○ 地上波: 停波は全て解消
○ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ:応急復旧は概ね完了し、

仮設住宅への引込み完了

【放送】
〇 ケーブルの断線や停電等により

最大４市３町※で停波
※七尾市、輪島市、珠洲市、羽咋市、穴水町、能登町、志賀町

仮設住宅への整備ケーブルの復旧

令和６年能登半島地震等を踏まえた通信・放送インフラに関する取組

【通信】

（今後の課題）

〇 救助救命活動の観点から、携

帯電話基地局の機能維持が課題

（対応方針）

〇損壊した携帯基地局の復旧や官

民連携による「通信復旧支援士

(仮)」構想の実現に向けた調査

を推進※ ※R7年度からR9年度にかけて全

国で試行を実施し、試行終了した地方公共団

体を中心に、順次実施体制の整備を予定

【放送】

（今後の課題）

〇ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞの本復旧、放送ネッ

トワークの更なる強靱化

（対応方針）

〇 自治体・放送事業者による本

復旧や強靱化に対する財政支

援を継続 11




